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結果概要
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Ⅰ．調査概要 

 

１．調査期間 

平成 24 年 6 月 13 日（水）～30 日（土） 

 

２．調査対象 

Ａ．建設事業者        251 事業者 

内訳 

平成 23 年度中に区と工事請負契約を結んでいる全ての元請事業者  228 事業者 

及びその下請けで区内に本社又は支店、営業所のある事業者    23 事業者 

 

Ｂ．委託事業者        411 事業者 

内訳 

平成 23 年度中に区と業務委託契約を結んでいる事業者（一部業種及び区外郭団体を除く） 

         396 事業者 

平成 23 年度中に区と指定管理協定を結んでいる事業者（区外郭団体等を除く）15 事業者 

 

Ｃ．労働者 

調査期間中に区発注工事（15 現場）に従事する労働者 

 

３．調査方法 

建設及び委託事業者は、郵送による配布・回収 

労働者は、各工事現場にて配布・回収 

 

４．有効回収票数（有効回収率） 

Ａ．建設事業者 207 票（82.5％） 

内訳 

元請事業者 195 票（85.5％） 

下請事業者  12 票（52.2％） 

 

Ｂ．委託事業者 310 票（75.4％） 

内訳 

委託事業者 301 票（76.0％） 

指定管理者   9 票（60.0％） 

 

Ｃ．労働者 209 票 

 

Ｄ．総計  726 票 

 



Ⅱ　結果概要

（１）建設事業者

１．事業所の所在地

２．事業所が雇用している常用労働数

３．資本金

無回答→2(1.0%)

世田谷区内の支店・営業所→23(11.1%)

世田谷区外の本店→16(7.7%)

世田谷区外の支店・営業所→11(5.3%)

世田谷区内の本店→155(74.9%)

９人以下→107(51.7%)

１０～２９人→63(30.4%)

３０～４９人→12(5.8%)

５０～９９人→10(4.8%)
１００人以上→12(5.8%)

無回答→3(1.4%)

１０００万円以上
３０００万円未満→97(46.9%)

１０００万円未満→25(12.1%)

３０００万円以上
５０００万円未満→40(19.3%)

５０００万円以上
１億円未満→23(11.1%)

１億円以上→21(10.1%) 無回答→1(0.5%)

表記：回答項目→回答数（割合）
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４．主な入札参加業務

５．世田谷区の入札参加年数

６．最近３年間の経営環境の変化

土木工事→37(17.9%)

建築工事→34(16.4%)

電気設備工事→23(11.1%)
機械設備工事→35(16.9%)

造園工事→26(12.6%)

その他→39(18.8%)

無回答→13(6.3%)

１，２年目→2(1.0%)

３～５年目→18(8.7%)

１０年目以上→168(81.2%)

６～９年目→15(7.2%)

無回答→4(1.9%)
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７．最近３年間の受注額の変化

　＜公共工事＞

　＜民間工事＞

８．最近３年間の従業員の平均賃金の変化

＜正社員＞
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＜契約社員・嘱託＞

＜パート・アルバイト＞

９．世田谷区の入札における辞退の有無（23年度）

8

30

109

5
0

55

0

20

40

60

80

100

120

140

1 2 3 4 5 6大
き
く
減
少

や
や
減
少

あ
ま
り
変
わ
ら
な

い や
や
増
加

大
き
く
増
加

無
回
答

11

24

116

3 1

52

0

20

40

60

80

100

120

140

1 2 3 4 5 6
大
き
く
減
少

や
や
減
少

あ
ま
り
変
わ
ら
な

い や
や
増
加

大
き
く
増
加

無
回
答

90
100

5

0

20

40

60

80

100

120

1 2 3あ
る

な
い

無
回
答

5



　　　＜その理由＞

10．世田谷区が平成21年４月から制限付一般競争入札を導入したことについての考え

11．最近３年間の区発注工事の入札環境について
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＜その要因として考えられること＞

12．区発注工事の落札額の低下が要因となって、何らかの対策を講じたことがあるか

13．下請けとして使っている事業者数の最近３年間の変動
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15．区の最低制限価格制度（※）についての考え

　　※予定価格が300万円（建築一式工事は500万円）以上の工事で導入

　　　＜最低制限価格の水準について＞

14．区の予定価格の事前公表制度（2000万円以上の工事）についての考え
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　　※予定価格が2500万円以上の工事の一部で導入

　　　＜総合評価方式において価格以外の評価項目として加えるべきもの＞

　　　＜区の契約と防災・災害対策の関係等についてどう考えるか＞

16．区の総合評価競争入札制度（試行）（※）についての考え
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17．最近、公契約条例を制定する自治体が出てきていることについての考え

18．世田谷区の入札や契約に関しての自由意見（主なもの）

・区内本店を優先してほしい。

・契約に関する提出書類等を簡素化してほしい。

・工事等の丸投げ等に関して、実態調査をすべき。

・最低制限価格を引き上げてほしい。

・区監督員の能力向上を。

・発注工事の件数増加と発注時期の分散を。

・総合評価競争入札で、災害時協定等を評価すべき。
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（２）委託事業者

１．事業所の所在地

２．事業所が雇用している常用労働数

３．資本金

世田谷区内の支店・営業所→31(10.0%)

世田谷区外の本店→118(38.1%)

世田谷区外の支店・営業所→31(10.0%) 世田谷区内の本店→130(41.9%)

９人以下→91(29.4%)

１０～２９人→86(27.7%)３０～４９人→31(10.0%)

５０～９９人→36(11.6%)

１００人以上→64(20.6%)

無回答→2(0.6%)

１０００万円以上
３０００万円未満→152(49.0%)

１０００万円未満→30(9.7%)

３０００万円以上
５０００万円未満→47(15.2%)

５０００万円以上
１億円未満→31(10.0%)

１億円以上→42(13.5%)

無回答→8(2.6%)

表記：回答項目→回答数（割合）
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４．主な入札参加業務

５．世田谷区の入札参加年数

６．最近３年間の経営環境の変化

建物清掃→36(11.6%)

公園・道路等管理→77(24.8%)

運搬請負→30(9.7%)

印刷→34(11.0%)

設計・測量→70(22.6%)

調査・検査→34(11.0%)

その他→86(27.7%)

施設等管理・保守→48(15.5%)

廃棄物等処理→29(9.4%)
警備→20(6,5%)

１，２年目→9(2.9%)

３～５年目→60(19.4%)

１０年目以上→179(57.7%)

６～９年目→60(19.4%)

無回答→2(0.6%)
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７．最近３年間の受注額の変化

　　＜公共業務＞

　　＜民間業務＞

８．最近３年間の従業員の平均賃金の変化

＜正社員＞
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＜契約社員・嘱託＞

＜パート・アルバイト＞

９．世田谷区が平成20年10月から希望制指名競争入札を導入したことについての考え
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10．最近３年間の区発注業務の入札環境について

＜その要因として考えられること＞

11．区発注業務の落札額の低下が要因となって、何らかの対策を講じたことがあるか。
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区
の
発
注
本
数
が
減
っ

て
い
る
た
め
、
競
争
が

激
し
く
な
っ
て
い
る

入
札
参
加
事
業
者
が
増

加
し
て
お
り
、
競
争
が

激
し
く
な
っ
て
い
る

落
札
率
が
低
下
し
て
い

る 無
回
答

健
全
な
競
争
環
境
に

あ
り
、
特
に
問
題
は

な
い

そ
の
他

価
格
競
争
が
激
し
く
、

受
注
で
き
て
も
赤
字
に

な
る
な
ど
、
不
適
切
な

落
札
水
準
の
業
務
が
増

え
て
い
る

業
務
の
実
施
実
態
や
履

行
な
ど
の
面
で
不
適
切

な
事
業
者
が
増
え
て
い

る

107

61

115

21

35 35

0

20

40
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80
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140

1 2 3 4 5 6
景
気
低
迷
の
影
響

区
の
予
算
の
減
少
の

影
響

一
般
競
争
入
札
の
導

入
の
影
響

無
回
答

分
か
ら
な
い

そ
の
他

82

94

112

94

24 26

0

20

40

60

80

100

120

1 2 3 4 5 6従
業
員
の
賃
金
の
見

直
し
（
減
額
）

従
業
員
数
（
体

制
）
の
見
直
し

経
費
の
削
減

無
回
答

区
発
注
業
務
の
落
札

額
の
低
下
へ
の
対
応

を
主
な
目
的
と
し
た

対
策
は
講
じ
て
い
な

い そ
の
他
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　　※予定価格が200万円以上の建物清掃で導入

　　　＜建物清掃事業者＞

　　　＜建物清掃以外の事業者＞

　　　＜最低制限価格の水準について（建物清掃事業者）＞　

12．区の最低制限価格制度（※）についての考え

31

4

1 0
0

5
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20
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35

1 2 3 4最
低
制
限
価
格
制
度

は
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
防

止
の
た
め
に
も
必
要

で
あ
る

無
回
答

そ
の
他

最
低
制
限
価
格
制
度

が
あ
る
と
、
落
札

が
、
企
業
努
力
の
結

果
で
は
な
く
運
任
せ

に
な
る
の
で
必
要
な

い

183

29

46

15
25

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

1 2 3 4 5全
て
の
業
務
委
託
に

最
低
制
限
価
格
制
度

を
導
入
し
て
欲
し
い

無
回
答

そ
の
他

最
低
制
限
価
格
制
度

が
あ
る
と
、
落
札

が
、
企
業
努
力
の
結

果
で
は
な
く
運
任
せ

に
な
る
の
で
必
要
な

い 分
か
ら
な
い

5

25

0
2

0

5

10

15

20

25

30

1 2 3 4こ
の
ま
ま
で
よ
い

無
回
答

最
低
制
限
価
格
を
引

き
上
げ
て
ほ
し
い

最
低
制
限
価
格
を
引

き
下
げ
て
ほ
し
い
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　　※予定価格が2500万円以上の工事の一部で導入

　　　＜総合評価方式において価格以外の評価項目として加えるべきもの＞

　　　＜区の契約と防災・災害対策の関係等についてどう考えるか＞

13．区の総合評価競争入札制度（試行）（※）についての考え

150

38

74

39

0

20

40

60

80

100

120

140

160

1 2 3 4業
務
委
託
で
も
総
合

評
価
競
争
入
札
を
導

入
し
て
欲
し
い

無
回
答

分
か
ら
な
い

区
の
契
約
は
、
競
争

入
札
と
し
て
価
格
競

争
を
主
と
す
べ
き
で

あ
り
、
そ
の
他
の
評

価
項
目
は
必
要
な
い

60

32
37

66

42
47
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0
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40
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60

70

1 2 3 4 5 6 7無
回
答

就
業
規
則
の
育
児
休

暇
・
介
護
休
暇
規
定
の

有
無
及
び
そ
の
内
容

Ｉ
Ｓ
Ｏ
取
得
状
況

障
害
者
雇
用
状
況

災
害
時
の
区
と
の
協

力
（
防
災
協
定
等
）

の
有
無

地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

等
地
域
へ
の
貢
献
度

そ
の
他

79

46

11
7 7
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1 2 3 4 5防
災
等
の
地
域
へ
の
貢

献
度
に
つ
い
て
は
、
区

の
契
約
・
発
注
に
際
し

て
十
分
に
配
慮
す
べ
き

で
あ
る

無
回
答

そ
の
他

価
格
以
外
の
項
目
と
し

て
は
、
あ
く
ま
で
工
事

に
係
る
技
術
力
や
実
績

を
評
価
す
べ
き
で
あ

り
、
そ
れ
以
外
の
評
価

項
目
は
必
要
な
い

分
か
ら
な
い
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・指定管理の契約期間を延長してほしい。

・指定管理者の裁量権の拡大を。

15．最近、公契約条例を制定する自治体が出てきていることについての考え

16．世田谷区の入札や契約に関しての自由意見（主なもの）

・区内本店を優先してほしい。

・委託業務についても、最低制限価格制度を導入すべき。

・価格以外に、事業者の免許、資格、保有機材などでも判断すべき。

・希望者の全てを指名する必要はない。

・業務によっては（直接）指名競争入札も取り入れるべき。

・総合評価競争入札の活用を。

・設計等の業務は、プロポーザル方式で。

14．世田谷区における指定管理者制度（選定方法や契約・業務内容など）についての意見（主なもの）
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55

132

20

7

23
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20
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120

140

1 2 3 4 5 6従
業
員
の
労
働
環
境
の

改
善
な
ど
に
つ
な
が
る

の
で
、
公
契
約
条
例
の

制
定
が
必
要
で
あ
る

無
回
答

そ
の
他

従
業
員
の
労
働
環
境
は

事
業
者
の
経
営
上
の
問

題
で
あ
り
、
公
契
約
条

例
の
制
定
の
必
要
は
な

い 公
契
約
条
例
に
つ
い

て
よ
く
知
ら
な
い

公
契
約
条
例
に
つ
い
て

は
知
っ
て
い
る
が
、
ど

う
す
れ
ば
よ
い
か
分
か

ら
な
い
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（３）労働者用

１．＜性別＞

男
性

女
性

209 0

　　　＜年齢＞

　　　＜居住地＞

　　　＜主な職種＞

4

21

57

46 48

32

1
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10

20

30

40

50

60

1 2 3 4 5 6 7１
０
代

無
回
答

２
０
代

３
０
代

４
０
代

５
０
代

６
０
代
以
上

27

89

6

24

47

14

2
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1 2 3 4 5 6 7世
田
谷
区
内

無
回
答

都
内
（
世
田

谷
区
以
外
）

千
葉
県

埼
玉
県

神
奈
川
県

そ
の
他

7 8

40

12 13

0

10 8
3 4 5

8

1
6

12
9

62

1
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10

20
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40
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70

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18大
工

左
官

と
び
・
土
木

型
枠
工

鉄
筋
工

鉄
骨
工

電
工

配
管
工

板
金
工

塗
装
工

内
装
・
建
具

サ
ッ

シ
・
ガ
ラ
ス
工

タ
イ
ル
工

造
園
工

運
転
・
オ
ペ
レ
ー

タ
ー

雑
工

そ
の
他

無
回
答
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　　　＜職階・雇用形態＞

２．勤務している事業所の所在地

３．事業所は本工事の元請けか下請けか
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34

4

91

56
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30

40

50

60

70
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100

1 2 3 4 5 6 7事
業
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回
答

一
人
親
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個

人
請
負
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職
長
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正
規
社

員
）

職
長
（
非
正
規

雇
用
）

労
働
者
（
正
規

社
員
）

労
働
者
（
非
正

規
雇
用
）
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19 22
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1 2 3 4 5 6 7世
田
谷
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内

無
回
答

都
内
（
世
田
谷

区
以
外
）

千
葉
県

埼
玉
県

神
奈
川
県

そ
の
他
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1 2 3 4 5 6元
請

無
回
答

１
次
下
請

２
次
下
請

け ３
次
下
請
以
下

分
か
ら
な
い
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４．建設工事に携わるようになって通算何年目か

５．建設工事の仕事での労働時間（最近３年間）

６．建設工事での現在の職種から得る収入（最近３年間）
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33 32
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年
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〜
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年
目
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１
０
年
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１
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〜
２
０
年
目

３
１
年
目
以
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２
１
〜
３
０
年
目
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40

7 3
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1 2 3 4 5 6
大
き
く
増
え
て
い
る

増
え
て
い
る

あ
ま
り
変
わ
ら
な
い

減
っ
て
い
る

大
き
く
減
っ
て
い
る

無
回
答
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16

98
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き
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増
え
て
い
る

増
え
て
い
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あ
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わ
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減
っ
て
い
る

大
き
く
減
っ
て
い
る

無
回
答
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７．建設工事の仕事から得る収入

　　　＜日給（日当）制の場合：本工事現場の日給（日当）＞

　　　＜日給（日当）制の場合：調査日前一月の労働日数＞

　　　＜月給制の場合：月給（過去三ヶ月平均）＞
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27
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0
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千
円
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満

1
0
千
円
未
満

1
2
千
円
未
満

無
回
答

１
4
千
円
未
満

１
6
千
円
未
満

１
8
千
円
未
満

１
8
千
円
以
上

1 1

9

61

35

0
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10
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70

1 2 3 4 5 61
0
日
未
満

1
0
日
以
上

1
5
日
未
満

無
回
答

1
5
日
以
上

2
0
日
未
満

2
0
日
以
上

2
5
日
未
満

2
5
日
以
上

1

5

8

25

22

11

18

0
0

5

10

15

20

25

30

1 2 3 4 5 6 7 81
5
万
円
未
満

無
回
答

2
0
万
円
未
満

2
5
万
円
未
満

3
0
万
円
未
満

3
5
万
円
未
満

4
0
万
円
未
満

4
5
万
円
未
満

平均：１２５３３．９円

平均：２１．９５日

平均：３０．３６万円
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　　　＜月給制の場合：一月の労働日数（過去三ヶ月平均）＞

８．建退共証紙の貼付を受けているか

９．加入している社会保険
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受
け
て
い

る 無
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答
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受
け
て
い

な
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手
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を
持
っ
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な
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建
退
共
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康
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無
回
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年
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主
、
一
人
親
方
の

み
）

雇
用
保
険

平均：２３．１９日
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10．建設工事の仕事や収入について、生計の維持などの面で感じていること（主なもの）

・生活が厳しい。

・将来が不安。

・職人の数が減っている。

・仕事が増えている一方、収入が上がらない。

・あまり変わらない。

11．最近、公契約条例を制定する自治体が出てきていることについて
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業
員
の
労
働
環
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改
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な
ど
に
つ
な
が
る

の
で
、
公
契
約
条
例
の

制
定
が
必
要
で
あ
る

無
回
答

そ
の
他

従
業
員
の
労
働
環
境
は

事
業
者
の
経
営
上
の
問

題
で
あ
り
、
公
契
約
条

例
の
制
定
の
必
要
は
な

い 公
契
約
条
例
に
つ
い

て
よ
く
知
ら
な
い

公
契
約
条
例
に
つ
い
て

は
知
っ
て
い
る
が
、
ど

う
す
れ
ば
よ
い
か
分
か

ら
な
い
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